予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：教育費　項：社会教育費　目：芸術文化振興費　　　
	事業名　県立高等学校文化部活動振興費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　社会教育文化課　教育文化係　電話番号：058-272-1111（内3576）

　　　　　　　E-mail：c17768@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　    　4,300千円（前年度予算額：4,300千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	4,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,300

	要求額
	4,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,300

	決定額
	4,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,300


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
    ・原則として東海・中部・全国大会に出場した、県立高等学校の部活動（推進指定校）に係る経費の一部（遠征費、運搬費等）を補助している。
　・全国大会等に出場する経費や日常の文化部活動に係る経費の軽減により、上位大会への参加意欲や技量が高まり、全国大会等で優秀な成績をあげるなど、文化部活動の発展・充実が図られている。
・現在、確実に優秀な成績を上げている部活動を適切に評価し、その活動を奨励していくことにより、特色ある文化部活動の一層の推進・強化が期待できる。
（２）事業内容

　　　推進指定校に補助金（4,300千円）を交付。
　　　補助金額は、各部の実績等、各種基準により算出している。

（３）県負担・補助率の考え方

　　　顕著な活動が見られる文化系部活動を推進指定校とし、経費の一部を補助することにより、充実した活動環境が整えられることにつながる。

　　　県立高等学校で日々懸命に部活動に取り組む生徒を支援する事業であり、県の負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　なし。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	4,300
	各種基準に基づき配分された額を、各推進指定校に分配。

	合計
	　4,300
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　教育ビジョンにおいて、文化部活動の活性化を図ることが目標の一つとして掲げられている。
　　　

県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	県立高等学校文化部活動振興費補助金

	補助事業者（団体）
	各県立高等学校部活動後援会等

	補助事業の概要
	（目的）県立高等学校が行う文化部活動の振興と発展を図る。

（内容）県立高等学校の文化系部活動の実施に伴う経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（　定額及び活動実績による配分　　　　　　　　）

	補助効果
	・上位大会への参加意欲や技量が高まり、全国大会等で優秀な成績を上げるなど、文化部活動の発展・充実が図られている。

・優秀な成績を上げている部活動を適切に評価し、その活動を奨励していくことにより、特色ある文化部活動の一層の推進・強化が期待できる。

	終期の設定
	終期２７年度

（理由）事業開始から３年以上が経過しているため、終期を平成27年度としているが、日頃熱心に研鑽を継いでいる文化部活動に対して、補助金は活動の幅を広げるためにも有意義であり、今後も継続したい。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　全国レベルの大会で上位入賞できる部を増やし、本県の文化部活動全体の向上につながるように、実績に基づき適切に推薦指定校を決定し、補助金を分配して部活動の活性化に活かす。


（目標の達成度を示す指標と実績）　　　
	指標名
	事業開始前

(H3年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	①全国大会・世界大会で上位入賞した部数
	－
	４
	４


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	4,500千円
	4,500千円
	4,300千円
	(予算額)

4,300千円
	(要求額)

4,300千円

	指標①目標
	４
	４
	４
	４
	４

	指標①実績
	３
	３
	１
	(推計値)

２
	(推計値)

３

	指標①達成率
	７５％
	７５％
	２５％
	(推計値)
５０％
	(推計値)
７５％


（前年度の成果）

	全国大会等に出場する経費や日常の文化部活動に係る経費の軽減により、上位大会への参加意欲や技量が高められている。また、実績に基づいて適切に推薦指定校を決定することにより、全国大会等で優秀な成績を上げるなど、文化部活動の発展・充実が図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　推進指定の部活動の決定において、全国大会等で入賞を窺う部活動のみでなく、熱心に活動しており、今後活躍できる部活動への指定の方法を考察する必要がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	　推進指定校として必要経費を補助することにより、各学校の部活動が意欲的に活動しており、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	　推進指定した学校は、全国的なレベルでの大会で活躍しており、有効性が見受けられる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	　毎年、事業の報告書などの確認により、各学校への補助金の活用方法を指導しており、効率的な補助金の活用が図られている。


（事業の見直し検討）

	　事業を廃止した場合、次代を担う高校生の芸術文化活動の充実、振興に重大な影響を及ぼす恐れがある。高校生の文化部活動の低迷と沈滞を招き、ひいては岐阜県の芸術文化の衰退につながることも考えられる。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）第２次岐阜県教育ビジョンの基本目標の１つ「生涯にわたる学習・文化・スポーツの推進」における取り組むべき主な施策にも「学校等における文化活動の活性化」が掲げられている。次代を担う高校生の芸術文化活動を支援し、その振興と活性化を図るために必要な事業である。


